「障害者権利条約第1回日本政府報告（日本語仮訳）」に対する意見

障害者自立支援法違憲訴訟 東京訴訟団　担当．家平悟
・該当箇所（どの部分についての意見か、該当箇所が分かるように明記して下さい。）

第19条　自立した生活及び地域社会への包容の124から130項の障害者総合支援法に（１）を

第25条　健康の168項の自立支援医療に（２）を

第28条　相当な生活水準及び社会的な保障の183項の就労支援サービスに（３）を
それぞれの意見を明記するべきである。
・意見内容

（１）　福祉サービスにおける利用者負担については、骨格提言が示した「障害に伴う必要な支援は原則無償とすべき」を実施しておらず、国として実現する必要がある。とりわけ、コミュニケーション支援は相手と意思疎通をとるための支援であり、基本的人権を保障する基礎的な部分であるとともに、障害のある者だけに利用料負担させることは差別的取り扱いにあたるため、国として無償化しなければならない。また、この他にも骨格提言において障害に伴う必要な支援として整理された相談支援や日常生活・社会生活に関わる支援などについて無償化が求められている。あわせて、家族に対する利用者負担については、基本合意では「収入認定は障害児者本人だけで認定すること」、骨格提言では「成人の場合は障害者本人の収入」となっており、これらの実現が課題である。
（２）　基本合意で「当面の重要な課題」となっている自立支援医療における低所得者の無償化が同合意から５年を過ぎてもいまだに実現できていないため、国として裁判上の約束を守るために早急に必要な予算を確保し、実施する義務がある。
（３）　障害者総合支援法における就労支援サービスについて日本政府は、2009年3月にＩＬＯ条約ならびに同条約の実質的な規定をなす２つの勧告（第99号、第168号）の精神と容にそぐわない旨の指摘を受けており、実質的な違反状態にある。とくに就労サービスの利用者に対する利用料負担は「強い懸念が表明」されており、これらの改善が必要である。

・理由
　障害者総合支援法は、政府報告にあるように障害者自立支援法の一部改正法であり、法の題名を改めたものに過ぎず、私たち違憲訴訟団と国が締結した基本合意文章に明記されている「障害者自立支援法を廃止し、新法（すなわち障害者総合福祉法）を制定」する約束を守ったとは言い難い状況が続いている。

　とくに利用者負担の問題については、裁判の争点であったことから国は基本合意で「応益負担（定率負担）の導入等を行ったことにより、障害者、家族、関係者に対する多大な混乱と生活への悪影響を招き、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、原告らをはじめとする障害者及びその家族に心から反省の意を表明するとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる」と公式に表明している。だからこそ、基本合意の履行状況等を確認するために行われている定期協議（これまでに７回行われている）においても上記の内容が毎回検証されているものである。ゆえに、国際的な人権条約の要請にこたえる日本政府の誠実な姿勢を示すためにも、上記の意見内容を明記すべきである。
　とくに、利用料負担の実態では、サービス利用する上で少なくとも低所得者は無償化するとした約束を財源が確保できないことを言い訳にして、自立支援医療の利用者負担（低所得無償化に必要財源約120億円）を放置し続けていること。
　また、就労系のサービスの問題では、雇用契約を結んでいる就労継続支援Ａ型の利用者に対して利用料を課しており、このことは障害のない一般の労働者との差別を生み出すものである。そもそも、就労支援については課税・非課税を問わず、利用料徴収する仕組み自体が、ＩＬＯ条約の身体障害者の職業更生に関する第99号勧告や職業リハビリテーション及び雇用（障害者）に関する第168号勧告に違反しているものであり、障害のある者の就労意欲を奪っていること。

　さらに、障害のある子どものいる家庭の負担は重く、重い障害があるほど主たる介護者にならざるを得ない母親の就労が難しいため、世帯収入が低い上に利用者負担が課せられていること。また配偶者や障害のある親の子に対する世帯負担の仕組みは、障害の自己責任や家族責任を強要するものである。
　本来、障害者自立支援法に代わる新法「障害者総合福祉法」の提言には、「家族責任から社会責任への転換、家族依存からの脱却を図る法律である」ことが明記されており、その意味からも、障害児者のいる家族の負担を軽減することは急務である。
　以上のような障害者にかかわる法制度の不十分さによる実態がある中で、上記の３つの意見を反映させた第１回政府報告とするべきである。
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